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g
R
n
m
E
の
マ
ス
コ
ミ
は
、
ほ
ほ
一
斉
に
拓
銀
@
道
銀
合
併
延
期
も
し
く
は
撤
回
の
ニ
ュ

i
ス
を
伝
え
た
。
か
ね
て
マ
ス
コ
ミ
が
予
測

し
て
い
た
筋
書
き
が
現
実
と
な
っ
て
表
面
化
し
た
と
苦
悶
え
よ
う
。

当
面
、
両
行
の
合
併
を
め
ぐ
る
報
道
が
今
ま
で
以
上
に
増
え
る
と
思
わ
れ
る
。
今
後
、
ど
の
よ
う
な
展
開
に
な
る
の
か
想
像
の
域
を

出
な
い
が
、
議
論
の
ベ
!
ス
に
な
る
基
礎
的
な
数
字
、
金
融
情
勢
を
正
確
に
理
解
す
る
必
要
が
あ
る
の
は
一
一
呂
田
つ
ま
で
も
な
い
。
表
層
的

な
見
方
を
し
て
い
た
の
で
は
、
北
海
道
の
金
融
情
勢
を
毘
誤
っ
て
し
ま
う
だ
ろ
う
。

本
論
は
、
合
併
延
期
の
報
道
が
さ
れ
る
前
に
執
筆
し
た
も
の
だ
が
、
問
題
の
基
本
的
な
構
図
は
変
わ
っ
て
い
な
い
と
考
え
る
。
合
併

の
時
期
、
合
併
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
、
同
行
の
抱
え
て
い
る
開
題
を
解
決
す
る
た
め
に
残
さ
れ
て
い
る
時
間
は
決
し
て
多
く
は
な
い
。

(
粛
藤
記
・
釘

e
9
@
行
)

北
海
道
拓
殖
銀
行
の
経
営
は
い
ま
、

3
つ
の
課
題
に
誼
面
し
て
い
る
。

ひ
と
つ
は
、
商
品
e

業
務
の
自
由
化
、
市
場
取
引
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
な

ど
を
目
指
す
、
い
わ
ゆ
る
日
本
版
ビ
ッ
グ
バ
ン
へ
の
対
応
。
も
う
ひ
と

つ
は
、
バ
ブ
ル
経
済
の
負
の
遺
産
で
あ
る
不
良
債
権
の
処
理
。
そ
し
て
、

早
期
是
正
措
置
の
導
入
に
伴
う
自
三
資
本
比
率
の
維
持
@
向
上
で
あ
る
。

し
か
も
、
こ
れ
ら
三
つ
の
課
題
は
、
図
1

(次
頁
)
に
示
す
よ
う
に
連

環
を
な
し
、
課
題
の
解
決
を
よ
り
困
難
な
も
の
に
し
て
い
る
。
こ
う
し

た
状
況
の
な
か
、
北
海
道
拓
殖
銀
行
(
以
下
、
拓
銀
と
略
す
)
は
、
次

代
に
向
け
て
の
戦
略
的
対
誌
を
構
想
す
べ
き
と
き
で
あ
る
。
そ
の
方
向

性
は
、
拓
銀
の
み
な
ら
ず
北
海
道
金
融
の
行
方
に
も
大
き
く
影
響
す
る

と
考
え
ら
れ
る
。

ま
ず
は
、
主
要
な
経
営
指
標
か
ら
、
拓
銀
の
現
在
を
概
観
し
て
み
よ

w

つノ
O

図
2
(次
頁
)
は
、

ω年
代
入
り
後
の
拓
銀
の
経
営
指
標
の
推
移
を
示

し
た
も
の
で
あ
る
。
図
中
、
業
務
純
益
R
O
E
(
H
H業
務
純
益
/
資
本
)

は
資
本
の
運
用
効
率
を
、

O
H
R
(
オ
!
パ
!
ヘ
ッ
ド
レ
シ
オ
の
略
、
日

経
費
等
/
業
務
組
利
益
)
は
費
用
対
効
果
を
表
し
て
い
る
。
ま
た
、
自

己
資
本
比
率

(
T
i
e
r
-
べ
!
ス
、
資
本
勘
定
/
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
)

は
最
も
基
礎
的
な
リ
ス
ク
@
バ
ッ
フ
ァ
!
の
厚
み
を
指
標
す
る
。



重静北講道の金融i事轟盤するか

金融機関を巡る経営課題とその戦略的対応

直面する経営課題 課題解決のための計数オペレーション 戦略的対応

不虫俵権の処理 業務粗利益の絶対額の躍保 どの営業層域で、

業務粗利益一経費等=業務純益

どの顧客層を対象lこ、

どのような金融機能を、

業務純益土臨時損益=経常利益 とのチャンネルで提供するか

経常利益土特別損益一法人税及び住民税ェ当期利益
即日干『ーーーー回目時時世

-戦略的ドメインの設定
日本版どッグパ 資本力とコスト競争力の強化 -業務ポートフォリォの選択
ンへの対応

-経営資源の配分

「資本増加率=(当期利益/資本)-(配当・役員賞与/資本)十(増資/資本)

-資産の運用効率の改善

dOE(資本来!j議率)口当期断 -費用対効果の改善

v 

業務純益ROE=(業務担手Ij主主/資本)x cl一経費等/業務程手ij主主)x(資産/資本
-業務純益の拡大を伴う

業主崩屯益ROEの改善

OHR (オーバーヘッドレシオ) -不良債権の処理
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• B本版どックマパンへの対応早期是正措置へ 自己資本比率の向上
の対応 -早期是正措置への対応

資本勘定増加率+補完現目増加率注 1)スクアセット増加率

(単位:%) 

30.0 

図
2
に
よ
る
と
、
拓
銀
の
業
務
純
益
R
O
E
は
、

1
9
9
0
年
度
か

ら
例
年
度
に
か
け
て
、
印
%
前
後
で
ほ
ぼ
横
這
い
に
推
移
し
て
き
た
。
し

か
し
、
そ
う
し
た
推
移
も
何
年
度
に
は
著
し
い
上
昇
に
転
じ
、
昨
年
度
・

一
昨
年
度
は
お
よ
そ
加
%
の
水
準
に
あ
る
。
ち
な
み
に
、
こ
の
業
務
純

益
R
O
B
m
%
と
い
う
水
準
は
、
当
期
利
益
ベ

i
ス
換
算
で
叩
%
前
後

に
相
当
し
、
わ
が
国
の
銀
行
経
営
で
7
1
8
%
の
R
O
E
が
ひ
と
つ
の

目
安
と
な
る
な
か
で
、
べ

i
シ
ッ
ク
な
収
益
力
と
し
て
は
比
較
的
高
い

水
準
に
あ
る
と
い
え
る
。

(単位:%) 

85.。
北海道拓殖銀行の経営指標図2
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で
は
、
業
務
純
益
R
O
E
の
上
昇
を
昨
今
も
た
=
り
し
た
要
因
は
な
に

か
。
業
務
純
益
R
O
E
は
、
①
業
務
粗
利
益
率
(
資
産
の
運
用
効
率

l

業
務
粗
利
益
/
資
金
運
用
勘
定
)
、
②
1
1
0
H
R
、
そ
し
て
、
③
レ
バ

レ
ッ
ジ
(
日
資
金
運
用
勘
定
/
資
本
勘
定
)
と
い
う
3
要
因
の
積
に
分

解
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

拓
銀
の
業
務
粗
利
益
率
は
、
分
母
の
資
金
運
用
勘
定
が
幻
年
度
の
9

兆
9
7
3
0
億
円
を
ピ
!
ク
に
減
少
傾
向
に
あ
る
な
か

(ω
年
度
非
開

示
、
鉛
年
度
9
兆
I
，1
3
3
億
円
三
分
子
の
業
務
組
利
益
が
増
加
し

(
卯
年
震
I
，3
2
8
億
丹
、
弱
年
度
1
，5
1
7
億
円
)
、
卯
年
度
の
1
・
ぉ

%
か
ら
何
年
度
に
は
1
・
侃
%
に
ま
で
上
昇
し
た
。

翻
っ
て
、
業
務
粗
利
益
の
増
加
は
、
業
務
粗
利
益
の
内
訳
を
構
成
す

る
資
金
運
用
収
支
と
役
務
取
引
等
収
支
が
伸
び
悩
む
な
か
で
、
国
債
等

債
券
の
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
が
奏
効
し
、
そ
の
他
業
務
収
支
が
伸
長
し
た
こ

と
に
よ
る
(
鉛
年
度
2
3
7
億
円
、
対

ω年
度
比
3
@
5
倍
)
。
し
か
し

な
が
ら
、
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
は
本
来
的
に
不
確
実
性
を
苧
ん
で
お
り
、
業

務
純
益
予
想
も
そ
の
他
業
務
収
支
を
蛤
い
た
ベ

i
ス
で
立
て
ら
れ
て
い

る
(
関
年
度
実
績
5
5
1
億
円
、
幻
年
度
予
想
3
0
0
億
円
)
。
そ
の
意

味
で
は
、
拓
銀
の
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
e

ス
キ
ル
の
優
劣
が
、
当
面
の
業
務

純
益
R
O
E
の
動
向
を
左
右
す
る
要
因
と
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

O
H
R
は
、
卯
年
度
の
花
・
9
%
以
降
低
下
傾
向
に
あ
る
が
、
こ
れ
は

業
務
粗
利
益
の
増
加
と
相
侠
っ
て
(
対
卯
年
度
比
日
・
3
%
増
)
、
経
費

等
も
ま
た
低
減
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ
た
(
同
8
a
3
%
減
)
。

経
費
等
の
低
減
に
は
、
7
6
5
人
(
同

u
・
2
%
減
)
の
人
員
削
減
と

出
張
所
・
駐
在
員
事
務
所
を
含
む
内
外
は
庖
舗
の
統
廃
合
(
同
6
・
3

%
減
)
、
海
外
現
法
3
社
(
同
4
社
減
)
の
撤
退
が
寄
与
し
て
お
り
、
こ

れ
ま
で
の
リ
ス
ト
ラ
の
成
果
を
う
か
が
う
こ
と
が
で
き
る
。
拓
銀
は
、

自
ら
の
コ
ス
ト
競
争
力
の
維
持
・
向
上
す
べ
く
、
今
後
も
O
H
R
の
引

き
下
げ
を
図
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

だ
が
、
業
務
構
造
の
再
編
を
伴
わ
な
い
リ
ス
ト
ラ
に
は
限
界
が
あ
り
、

資
金
運
用
勘
定
の
縮
小
と
業
務
粗
利
益
の
減
少
を
副
作
用
と
し
て
も
た

ら
す
可
能
性
も
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
リ
ス
ト
ラ
の
進
展
と
と
も
に
、
こ

れ
か
ら
の
収
益
源
泉
と
し
て
期
待
さ
れ
る
業
務
を
ど
う
ポ
ジ
シ
ョ
ニ
ン

グ
す
る
か
を
併
せ
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
卯
年
代
入
り
後
の
資
産
の
運
用
効
率
と
費
用
対
効
果
の

改
善
は
、
ベ
ー
シ
ッ
ク
な
収
益
力
を
高
め
る
方
向
に
作
用
し
て
き
た
。

で
は
、
第
3
の
要
因
で
あ
る
レ
パ
レ
ッ
ジ
は
業
務
純
益
R
O
E
に
対
し

て
、
ど
の
よ
う
に
作
用
し
て
き
た
の
だ
ろ
う
か
。
こ
こ
で
は
、
レ
パ
レ

ッ
ジ
の
逆
数
で
あ
る
自
己
資
本
比
率
の
動
向
を
み
よ
う
。
な
お
、
業
務

純
益
R
O
E
の
定
義
上
、
自
己
資
本
比
率
は
資
本
/
資
金
運
用
勘
定
と

な
る
が
、
こ
こ
で
は
自
己
資
本
比
率

(
T
I
e
r
-
べ
i
ス
)
で
代
理

す
る
。図

2
に
示
さ
れ
る
拓
銀
の
自
己
資
本
比
率
は
、

ω年
度
以
韓
漸
増
傾
向

に
あ
る
が
、
そ
の
伸
び
は
き
わ
め
て
低
く
、
む
し
ろ
4
%
台
後
半
か
ら

5
%
の
レ
ン
ジ
に
押
し
と
ど
め
ら
れ
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
状
況
に
あ

る
。
理
論
的
に
は
、
業
務
純
益
R
O
E
の
上
昇
は
、
R
O
E
の
上
昇
↓

資
本
増
加
率
の
上
昇
と
い
う
ル

i
ト
か
ら
自
己
資
本
比
率
を
上
昇
さ
せ
、

自
己
資
本
比
率
の
上
昇
は
、
そ
の
逆
数
で
あ
る
レ
パ
レ
ッ
ジ
の
低
下
か

ら
業
務
純
益
R
O
E
を
山
引
き
下
げ
る
要
因
と
な
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
業
務

純
益
R
O
E
の
上
昇
に
は
、
業
務
粗
利
益
率
の
上
昇
と
O
H
R
の
低
下

が
必
要
と
な
る
の
で
あ
る
。

こ
れ
を
拓
銀
の
場
合
に
あ
て
は
め
て
み
る
と
、
業
務
粗
利
益
率
の
上

昇
と
O
H
R
の
低
下
か
ら
業
務
純
益
R
O
B
の
上
昇
が
も
た

3

り
さ
れ
た

が
、
自
己
資
本
比
率
は
さ
ほ
ど
上
昇
せ
ず
(
つ
ま
り
は
、
レ
バ
レ
ッ
ジ

は
さ
ほ
ど
低
下
せ
ず
て
収
益
性
向
上
の
騒
路
と
は
な
ら
な
か
っ
た
。
言

い
換
え
れ
ば
、
拓
銀
の
業
務
震
関
の
な
か
で
、
業
務
純
益
R
O
E
の
上

昇
↓
R
O
E
の
上
昇
↓
資
本
増
加
率
の
上
昇
と
い
う
ル

i
ト
が
、
不
ム
良

6 しやり{ぎりOCT 1997 



噂北海道の金融は再生するか

を
含
め
て

9
，3
5
0
億
円
残
存
す
る
が
、
部
年
9
月
末
の
日
銀
考
査
で

は、

3
0
0
億
円
が
回
収
不
能
債
権
、

6
，
o
o
o億
円
が
回
収
懸
念
債

権
に
分
類
さ
れ
、
う
ち
回
収
怒
念
債
権
の
半
分
が
実
質
的
に
回
収
不
能

と
み
ら
れ
て
い
た
(
関
3
)
。
そ
の
後
、
鉛
年
度
決
算
で

8
2
3
億
円
の

処
理
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
、

2
，5
0
0
億
円
程
度
の
処

理
が
残
さ
れ
て
い
る
と
推
察
さ
れ
る
c

不
良
債
権
の
処
理
に
は
、
保
有
株
式
の
売
却
に
よ
る
「
益
出
し
」
と

い
う
手
段
も
あ
る
が
、
「
今
回
み
益
」
が
枯
渇
し
た
現
在
(
関
年
度
1
1
4

億
円
)
、
こ
れ
を
恒
常
的
な
処
理
原
資
と
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
れ

ゆ
え
、
不
良
債
権
の
処
理
は
業
務
純
益
に
よ
る
ほ
か
な
い
の
で
あ
る
。

債
権
の
存
在
に
よ
っ
て
遮
断
さ
れ
て
い
た
と
い
え
る
。
業
務
純
益
を
原

資
と
す
る
不
良
笹
権
の
処
理
は
当
期
利
益
を
減
少
せ
し
め
(
当
期
利
益

リ
業
務
純
益
l

不
良
債
権
処
理
士
そ
の
地
の
臨
時
損
益
・
特
別
損
益
i

法
人
税
及
び
住
民
税
)
、

R
O
B
の
上
昇
と
自
己
資
本
の
増
加
を
担
害
し

て
き
た
の
で
あ
る
。

一
髄
一
番

オ
ベ
レ
豊
富
シ
向
調
ン

声輸
品

車種

観》

~ 

冒
頭
、
拓
銀
は
、
①
日
本
版
ビ
ッ
グ
パ
ン
へ
の
対
応
、
②
不
良
債
権

の
処
理
、
③
早
期
是
正
措
置
へ
の
対
応
と
い
う
三
つ
の
経
営
課
題
に
直

面
し
て
い
る
と
述
べ
た
。
こ
こ
で
は
、
こ
れ
ら
の
課
題
を
解
決
す
る
た

め
に
、
経
営
指
標
を
ど
の
よ
う
に
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
す
べ
き
か
を
整
理

し
て
お
こ
う
。

拓
銀
の
日
本
版
ど
ッ
グ
パ
ン
へ
の
対
応
は
、
現
時
点
で
判
断
し
か
ね

る
が
、
ど
の
よ
う
な
対
応
を
と
る
に
せ
よ
、
業
務
運
営
に
際
し
て
は
資

本
力
と
コ
ス
ト
競
争
力
の
強
化
が
ま
ず
求
め
ら
れ
る
。
資
本
力
の
強
化

に
つ
い
て
は
、
資
本
増
加
率
の
高
低
が
こ
れ
を
決
定
づ
け
る
。
資
本
増

加
率
は
内
部
留
保
と
増
資
に
よ
っ
て
高
め
ら
れ
る
が
、
前
者
は

R
O
E

の
高
低
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
る
。
ま
た
、
増
資
に
つ
い
て
も
、
株
主
が

拠
出
し
た
資
本
の
運
用
効
率
が
増
資
の
成
否
を
左
右
す
る
こ
と
か
ら
、

結
局
、

R
O
E
の
高
さ
が
問
題
と
な
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
資
本
力
を
強
化

す
る
に
際
し
て
は
、

R
O
E
を
高
め
る
必
要
が
あ
り
、

R
O
E
の
上
昇

は
、
資
産
の
運
用
効
率
と
費
用
対
効
果
の
改
善
に
よ
っ
て
も
た
滑
り
さ
れ

る
。
コ
ス
ト
競
争
力
の
強
化
に
つ
い
て
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
費
用
対

効
果
の
改
善
が
求
め
ら
れ
る
。

不
良
債
権
の
処
理
は
基
本
的
に
、
業
務
純
益
の
多
寡
に
よ
っ
て
左
右

さ
れ
る
。
拓
銀
の
不
良
債
権
は
弱
年
度
末
時
点
で
、
経
営
支
援
先
債
権

北海道拓殖銀行の不良債権鴎3

しやりばり

97.3 

目株主資本 ~延滞先債権
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業
務
純
益
(
日
業
務
粗
利
益
l

経
費
等
)
を
増
加
さ
せ
る
た
め
に
は
、
業

務
粗
利
益
の
極
大
化
と
経
費
等
の
極
小
化
が
求
め
ら
れ
る
が
、
こ
れ
は

業
務
粗
利
益
の
絶
対
額
の
増
加
を
前
提
に
、
費
用
対
効
果
を
改
善
す
る

こ
と
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

早
期
是
正
措
置
に
対
し
て
は
、
最
低
眼
(
国
際
統
一
基
準
8
%
、
修
正

国
内
基
準
4
%
)
の
自
己
資
本
比
率
を
確
保
し
た
う
え
で
、
自
ら
の
経
営

の
健
全
性
を
示
す
た
め
に
、
こ
れ
を
如
何
に
上
昇
さ
せ
る
か
が
求
め
ら
れ

る
。
自
己
資
本
比
率
は
(
資
本
勘
定
十
補
完
的
項
目
i

控
除
項
目
)
/
リ

ス
ク
ア
セ
ッ
ト
で
定
義
さ
れ
る
が
、
コ
ア
は
資
本
勘
定
/
リ
ス
ク
ア
セ
ッ

ト

(
T
i
e
r
-
べ
!
ス
)
で
あ
る
。
こ
の
自
己
資
本
比
率

(
T
i
e
r
-
ベ
i
ス
)
を
主
昇
さ
せ
る
た
め
に
は
、
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の

増
加
率
が
資
本
勘
定
の
増
加
率
以
下
に
抑
制
す
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
。

こ
こ
で
い
う
資
本
勘
定
は
連
結
べ
!
ス
だ
が
、
そ
の
大
部
分
は
拓
銀
本
体

の
資
本
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
縮
小
均
衡
に
陥
る
こ
と
な
く
、
自
己
資
本

比
率

(
T
l
e
f
l
べ
l
ス
)
を
上
昇
さ
せ
る
た
め
に
は
、
拓
銀
本
体
の

資
本
増
加
率
を
引
き
上
げ
i

資
産
の
運
用
効
率
と
費
用
対
効
果
の
改
善
ー

を
困
る
必
要
が
あ
る
。

以
上
を
要
約
す
る
と
、
拓
銀
が
遺
留
す
る
経
営
課
題
を
克
服
し
、
次

代
の
発
援
を
展
望
す
る
た
め
に
は
、
業
務
組
利
議
の
絶
対
額
を
確
保
し

つ
つ
、
資
産
の
運
用
効
率
と
費
用
対
効
果
を
改
善
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
の
で
あ
る
。
だ
が
、
そ
う
し
た
経
営
指
標
の
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
は
、

先
に
経
営
指
擦
を
概
観
し
た
際
に
指
摘
し
た
問
題
点
が
伏
在
し
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
資
産
の
運
用
効
率
(
リ
業
務
粗
利
益
/
資
金
運
用
勘
定
)

に
つ
い
て
は
、
資
本
増
加
率
の
低
迷
か
ら
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の
伸
び
が

抑
制
さ
れ
る
な
か
、
資
産
の
運
用
効
率
の
改
善
は
、
当
面
、
国
債
等
債

券
の
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
を
主
体
と
す
る
そ
の
他
業
務
叙
支
の
伸
び
に
規
定

さ
れ
る
。
こ
の
た
め
、
拓
銀
の
デ
ィ
ー
リ
ン
グ
@
ス
キ
ル
の
向
上
が
要

請
さ
れ
る
。

費
用
対
効
果
(
リ
経
費
等
/
業
務
粗
利
益
)
に
つ
い
て
は
、
短
期
的

に
は
、
人
員
削
減
と
唐
舗
の
統
廃
合
を
中
心
と
す
る
リ
ス
ト
ラ
に
よ
っ

て
費
用
対
効
果
の
改
善
が
図
ら
れ
よ
う
。
だ
が
、
中
長
期
的
に
は
、
業

務
構
造
に
つ
い
て
も
、
こ
れ
か
ら
の
収
益
源
泉
を
ど
こ
に
求
め
る
か
、
そ

の
た
め
に
は
、
ど
の
よ
う
な
業
務
を
選
択
し
、
業
務
遂
行
の
た
め
の
経

営
資
源
を
ど
う
配
分
す
る
か
を
早
晩
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
考
え
る
と
、
拓
銀
の
将
来
、
ひ
い
て
は
合
併
後
の
新
銀

行
の
将
来
は
、
既
存
の
業
務
構
造
の
再
編
、
言
い
換
え
れ
ば
、
自
ら
が

拠
っ
て
立
つ
戦
略
的
ド
メ
イ
ン
(
事
業
領
域
)
を
ど
こ
に
措
定
す
る
か

と
い
う
根
本
的
な
課
題
に
行
き
着
く
。
他
行
と
の
差
別
化
を
図
り
、
継

続
的
な
優
位
性
を
保
つ
た
め
に
は
、
①
ど
の
地
域
の
、
②
ど
の
顧
客
層

に
、
③
ど
の
よ
う
な
金
融
機
能
を
、
④
ど
の
チ
ャ
ネ
ル
で
提
供
す
る
か

を
基
本
的
な
コ
ン
セ
プ
ト
と
し
て
確
立
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

続》

で
は
、
現
時
点
に
お
い
て
、
拓
銀
は
ど
の
よ
う
な
基
本
コ
ン
セ
プ
ト

を
抱
い
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
有
価
証
券
報
告
書
(
第
1
7
7
期
)
を

参
照
す
る
と
、
「
:
:
:
北
海
道
に
主
た
る
営
業
基
盤
を
有
す
る
金
融
機
関

が
高
疫
の
金
融
サ

i
ピ
ス
を
提
供
す
る
能
力
と
、
健
全
で
強
い
体
質
を

身
に
つ
け
、
産
業
界
及
び
幅
広
い
お
客
様
に
ご
満
足
い
た
だ
け
る
体
制

を
構
築
す
る
こ
と
が
不
可
欠
:
:
:
」
「
:
:
:
新
時
代
に
相
応
し
い
吋
北
海

道
を
主
た
る
基
盤
と
し
て
、
全
国
べ

i
ス
で
情
報
を
発
信
し
う
る
能
力

を
も
っ
た
ス

i
パ
i
リ
i
ジ
ョ
ナ
ル
な
銀
行
』
を
、
全
力
を
あ
げ
創
設

し
て
い
く
決
意
:
:
:
」
と
い
う
か
た
ち
で
、
自
ら
の
進
む
べ
き
方
向
性

を
指
示
し
て
い
る
。

だ
が
、
そ
こ
か
ら
は
、
拓
銀
の
戦
略
的
な
ス
タ
ン
ス
を
明
確
に
読
み

取
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
「
お
客
様
や
地
域
社
会
か
ら
の
高
い
ご
支
持
に

8 しやりばりOCT 1997 



曾北海道の金融融再生するか

基
づ
く
確
国
た
る
基
盤
を
有
す
る
銀
行
」
を
自
指
す
な
ら
ば
、
も
は
や

総
花
的
な
対
応
は
避
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

拓
銀
は
ま
ず
何
よ
り
も
、
①
北
海
道
@
東
京
留
(
従
来
型
)
、
北
海
道

閤
(
リ
l
ジ
ョ
ナ
ル
型
)
の
い
ず
れ
を
営
業
圏
域
と
し
、
②
個
人
@
中

小
企
業
窟
(
リ
テ

i
ル
型
)
、
大
企
業
・
機
関
投
資
家
層
(
ホ

i
ル
セ
ー

ル
型
)
の
い
ず
れ
を
対
象
顧
客
層
と
す
る
の
か
、
あ
る
い
は
オ

i
ル
ラ

ウ
ン
ド
を
指
向
す
る
の
か
、
③
提
供
す
る
金
融
機
能
は
、
銀
行
機
能
に

加
え
て
証
券
や
信
託
、
保
険
と
い
っ
た
諸
機
能
ま
で
拡
大
す
る
の
か
(
ユ

ニ
i
パ
l
サ
ル
型
)
か
、
伝
統
的
な
銀
行
機
能
(
決
済
、
預
金
、
貸
出

金
)
に
特
化
e

深
化
す
る
の
か
(
ブ
テ
ィ
ッ
ク
型
)
、
と
い
っ
た
自
ら
の

ド
メ
イ
ン
を
示
す
べ
き
で
あ
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
個
々
の
業
務
領
域

の
優
先
頗
位
と
経
営
資
源
配
分
の
方
向
性
も
明
確
な

も
の
と
な
る
。
こ
れ
ま
で
の
リ
ス
ト
ラ
や
英
パ

I
ク

レ
!
ズ
と
の
業
務
提
携
、
金
融
商
品
開
発
室
の
設
置
な

ど
は
、
本
来
、
こ
う
し
た
文
脈
の
な
か
で
位
罷
づ
け
ら

れ
る
も
の
で
あ
ろ
う
。

図
4
e
S
は
、
問
初
年
度
現
在
の
業
務
の
ポ
ジ
シ
ョ
ニ

ン
グ
(
卯
年
度
対
比
)
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ

に
よ
る
と
、
業
務
粗
利
益
の
大
宗
を
占
め
る
の
は
、
部

門
別
で
は
国
内
業
務
部
円
で
あ
り
、
業
務
別
に
は
資
金

運
用
収
支
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
拓
銀
の
戦
略
的

対
応
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
伝
統
的
な
銀
行
機
能
の
競
争
力

を
高
め
て
、
発
展
性
を
確
保
す
る
こ
と
と
、
こ
れ
と
シ

ナ
ジ
!
効
果
の
高
い
周
辺
業
務
分
野

i
i
例
え
ば
、
顧

客
ニ

l
ズ
の
充
足
と
自
ら
の
リ
ス
ク
・
へ
ッ
ジ
に
必
要

な
マ
ー
ケ
ッ
ト
業
務
や
、

M
&
A
や
資
産
運
用
の
コ
ン

サ
ル
テ

l
シ
ョ
ン
な
ど
リ
ス
ク
を
ア
ド
バ
イ
ス
す
る

業
務
ー
ー
を
ポ
!
ト
フ
ォ
リ
ォ
と
し
て
選
択
す
る
こ

と
に
あ
る
よ
う
に
患
わ
れ
る
。

北
海
道
銀
行
(
以
下
、
道
銀
と
略
す
)
と
の
合
併
に
つ
い
て
は
、
有

錨
証
券
報
告
書
(
第
1
7
7
期
)
の
な
か
で
、
「
賠
舗
・
情
報
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
拡
充
」
「
本
部
機
能
a

応
舗
の
統
合
と
重
複
投
資
の
排
除
」
「
人

材
の
結
集
」
を
以
て
経
営
の
効
率
化
・
財
務
体
質
の
健
全
化
を
留
る
こ

と
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
合
併
論
議
の
焦
点
は
専
ら
、
「
本
部

機
能
@
活
舗
の
統
合
と
重
複
投
資
の
排
除
」
に
当
て
ら
れ
、
巷
間
「
リ

ス
ト
ラ
合
併
」
と
い
わ
れ
る
所
以
を
な
し
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
道
内
に
お
け
る
癌
舗
配
置
や
顧
客
構
成
、
業
務
展
開
に

差
異
の
少
な
い
両
行
の
合
併
は
、
機
能
的
な
補
完
を
目
的
と
し
た
も
の

で
は
な
く
、
収
益
源
泉
を
合
併
に
よ
っ
て
拡
大
す
る
こ
と
で
規
模
の
メ

O

J

J

G

J

J
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リ
ッ
ト
を
追
求
し
、
重
複
す
る
業
務
に
か
か
わ
る
経
費
等
を
削
減
す
る

契
機
と
な
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
経
費
等
の
削
減
に
動
因

と
す
る
費
用
対
効
果
の
改
善
を
合
併
に
よ
っ
て
推
進
す
る
こ
と
に
ほ
か

な
ら
な
い
。

も
ち
ろ
ん
、
費
用
対
効
果
の
改
善
は

R
O
E
を
上
昇
さ
せ
、
結
果
的

に
、
自
己
資
本
比
率
を
引
き
上
げ
る
方
向
に
作
用
す
る
。
だ
が
、
問
題

な
の
は
リ
ス
ト
ラ
の
行
方
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
「
届
舗
・
情
報
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
拡
充
」
と
「
人
材
の
結
集
」
に
よ
っ
て
、
新
銀
行
が
ど
の

よ
う
な
戦
略
的
対
応
を
と
る
の
か
で
あ
る
。

新
銀
行
は
お
そ
ら
く
、
リ

i
ジ
ョ
ナ
ル
・
リ
一
ア
ー
ル
・
ブ
テ
ィ
ッ
ク

型
の
戦
略
の
基
軸
に
据
え
ざ
る
を
え
な
い
だ
ろ
う
。
だ
と
す
れ
ば
、
そ

こ
で
は
、
新
銀
行
の
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
間
開
発
力
の
限
界
を
ど
う
打
開
す

る
の
か
、
費
用
対
効
果
と
顧
客
満
足
度
が
調
和
し
た
業
務
推
進
体
制
を

ど
う
構
築
す
る
の
か
、
銀
行
業
務
に
本
源
的
な
ク
レ
ジ
ッ
ト
・
リ
ス
ク

と
マ
ー
ケ
ッ
ト
・
リ
ス
ク
を
ど
う
管
理
す
る
の
か
が
、
解
決
す
べ
き
主

要
な
課
題
と
な
ろ
う
。
リ
ス
ト
ラ
が
一
段
落
し
て
か
ら
で
は
遅
い
。
そ

の
意
味
で
は
、
拓
銀
の
現
在
が
道
銀
の
現
在
と
と
も
に
、
新
銀
行
の
戦

略
を
決
定
づ
け
る
の
で
あ
る
。

合
併
の
あ
か
つ
き
に
誕
生
す
る
新
銀
行
は
、
ま
ぎ
れ
も
な
く
北
海
道

金
融
の
要
で
あ
り
、
新
銀
行
の
戦
略
如
何
が
北
海
道
の
金
融
イ
ン
フ
ラ

の
質
・
目
一
旦
を
決
定
づ
け
る
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。

北
海
道
経
済
が
抜
本
的
な
構
造
改
革
を
迫
ら
れ
、
企
業
に
と
っ
て
は

事
業
構
造
の
転
換
と
経
営
体
質
の
強
化
が
緊
急
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

そ
う
し
た
な
か
、
拓
銀
に
は
、
不
良
債
権
の
処
理
を
進
め
つ
つ
も
、
次

代
を
拓
く
戦
略
的
対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

題
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

1
9
6
2
年
生
ま
れ
。
前
年
東
北
大
学
経
済
学
部
経
済
学
科
卒
業
。
第
一
勧
業
銀
行
勤
務

後
、
低
年
北
海
道
大
学
大
学
説
経
済
学
研
究
科
修
士
課
程
修
了
ι

北
海
道
の
金
融
構
造
に
関

す
る
実
証
的
研
究
を
行
な
っ
て
い
る
。
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